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認定更新等で要介護になった者の総合事業の請求について 
 
 
日頃より、荒川区の介護保険事業にご理解・ご協力いただき厚く御礼申し上げます。  
介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）を利用しているサービス事業対

象者又は要支援者が、認定申請を行った結果、見込み違いにより「要介護」の認定となった場合

の総合事業の請求について、別紙のとおりの考え方で整理しましたので、今後の取扱の参考とし

ていただきますようよろしくお願いします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【問い合わせ先】 

荒川区 福祉部 高齢者福祉課 介護予防事業係 

電話 ０３－３８０２－３１１１（内線２６６６） 
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認定更新等で要介護になった者の総合事業の請求について 

 

         

 例  

通所型サービス事業「おげんきランチ」を利用しているサービス事業対象者の認定申請を１２

月１５日に行ったが（要支援の見込み）、月をまたいで、１月５日に要介護の認定となった。 

認定結果を受けて、居宅介護支援事業所に繋ぎ、１月６日から介護給付サービスの利用を開始

した。 

 

 

 

【参考】予防給付の取扱 

地域包括支援センター作成のケアプランで予防給付サービスを利用していた要支援者が、見込み

違いで要介護の認定となり、居宅介護支援事業所に繋いでいない場合は、請求できる事業所が存在

しないため、ケアプランは自己作成扱いとなります（介護予防支援費も介護支援費も請求できませ

ん）。 

 

 総合事業での取扱  

【取扱の前提】 

認定申請を行う際の利用者の状態の見極めは適正に行い、必要に応じて居宅介護支援事業所

に繋ぐなどの連携を図ってください。 
 
【それを踏まえ、例のような状況となった場合】 

総合事業ガイドラインのＰ１１２の（１１）では、認定結果が出る前に総合事業のサービス

利用をしていた者が要介護の認定となった場合、遡って全額自己負担となることを避けるため、

介護給付の利用を開始するまでの間はサービス事業対象者のままとして取扱い、総合事業によ

り支給することを認めています。 

  このため、総合事業を利用していたサービス事業対象者又は要支援者が、認定申請をし、見

込み違いで要介護の認定となった場合の請求は、下記のとおりの取扱とします。 

 
 
 
 

認定区分 事業対象者 要介護

 認定後に居宅支援事業所と契約

 プラン届提出

　　　　12/15 1/1 　  1/5

申請 　 認定
（要介護）

申請日まで遡って要介護となる
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【適用開始日】 

平成２９年１月１日以降に要介護の認定結果が出た者にかかる請求から適用します。 
具体例：平成２８年１２月１５日に認定申請を行い、平成２９年１月５日に要介護の認定（見込み

違い）となった場合など（平成２９年２月請求） 
 
【参考資料】（別添） 

平成２７年６月５日老発０６０５第５号厚生労働省老健局長通知「介護予防・日常生活支援総

合事業のガイドラインについて」Ｐ１１２～１１３ 

 

 

 

【問い合わせ】 荒川区 福祉部 高齢者福祉課 介護予防事業係 

            電話 ０３－３８０２－３１１１（内線２６６６） 

【介護予防ケアマネジメント費の請求】 

総合事業を利用しているサービス事業対象者又は要支援者が、認定申請を行った（要支援

の見込）結果、要介護の認定となり、その月に居宅介護支援事業所が関わっていない（ケア

プラン届を提出していない）場合は、サービス事業対象者とみなし、その月の介護予防ケア

マネジメント費を請求することができます。 
※例の場合は、１２月分は地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメント費を請求し、１月

分は居宅介護支援事業所が介護支援費を請求します。 
※総合事業と予防給付の両方を利用していた者は、介護予防ケアマネジメント費ではなく介護予

防支援費（予防給付）となるため、適用の対象外となります。 
※月末時点で居宅介護支援事業所がケアプラン届を提出している場合は、当該事業所が介護支援

費を請求することになりますので、介護予防ケアマネジメント費の請求はできません。 
 
【総合事業費（ホームヘルプ、デイサービス）の請求】 

 総合事業を利用しているサービス事業対象者又は要支援者が、認定申請を行った（要支援

の見込）結果、要介護の認定となった場合は、介護給付の利用を開始するまでは総合事業費

により請求します（契約解除日までの日割計算）。 
※例の場合（ホームヘルプ、デイサービスを利用していた場合）は、１２月分はすべて総合事業

費として請求し、１月分は契約解除日（１月５日）までの日割計算で総合事業費を請求します。

１月６日以降は介護給付として請求します。 
※要介護認定が出る前に、総合事業のほかに予防給付を利用していた場合は、予防給付分は介護

給付として請求します。 
 
※請求は、認定結果が出た後に行ってください（申請中は請求エラーとなります）。 



（参考）介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ１１２～１１３




